
 

修 正 案 政 府 案 

 （目的） 

第一条 この法律は、国民主権の理念に

のっとり、行政文書の開示を請求する権利

につき定めること等により、行政機関の保

有する情報の一層の公開を図り、 もって

国民の知る権利を保障するとともに、政府

の有するその諸活動を国民に説明する責

務が全うされるようにし、国民の行政に対

する監視及び参加の充実に資 することを

目的とする。 

 

 （定義） 

 

第二条 この法律において「行政機関」と

は、次に掲げる機関をいう。 

 

 一～四 （略） 

 

 五 特殊法人（総務庁設置法（昭和五十

八年法律第七十九号）第四条第十一号に

規定する法人（同号の規定の適用を受けな

い法人を除く。）のうち、商法（明 治三十二

年法律第四十八号）の適用を受ける法人

であって、その出資の割合、役員の選任等

において政府に支配されていないものとし

て政令で定めるもの以外の 法人をいう。

以下同じ。） 

 

２ （略） 

 

 （開示請求権） 

 

 （目的） 

 

第一条 この法律は、国民主権の理念に

のっとり、行政文書の開示を請求する権利

につき定めること等により、行政機関の保

有する情報の一層の公開を図り、 もって

政府の有するその諸活動を国民に説明す

る責務が全うされるようにするとともに、国

民の的確な理解と批判の下にある公正で

民主的な行政の推進に資する ことを目的

とする。 

 

 （定義） 

 

第二条 この法律において「行政機関」と

は、次に掲げる機関をいう。 

 

 一～四 （略） 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

２ （略） 

 

 （開示請求権） 

 

第三条 何人も、この法律の定めるところ

により、行政機関の長（前条第一項第三号



第三条 何人も、この法律の定めるところ

により、行政機関の長（前条第一項第三号

の政令で定める機関にあってはその機関

ごとに政令で定める者、特殊法人にあって

は代表権を有する者をいう。以下同じ。）に

対し、当該行政機関の保有する行政文書

の開示を請求することができる。 

 

 （行政文書の開示義務） 

 

第五条 行政機関の長は、開示請求があ

ったときは、開示請求に係る行政文書に次

の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」と

いう。）のいずれかが記録されている場合

を除き、開示請求者に対し、当該行政文書

を開示しなければならない。 

 

 一 個人に関する情報（事業を営む個人

の当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日そ

の他の記述等により特定の個人を 識別す

ることができるもの（他の情報と照合するこ

とにより、特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。）又は特定の個人

を識別することはで きないが、公にするこ

とにより、なお個人の権利利益を害するお

それがあるもの。ただし、次に掲げる情報

を除く。 

 

  イ・ロ （略） 

 

  ハ 当該個人が公務員（国家公務員法

（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第

一項に規定する国家公務員及び地方公務

員法（昭和二十五年法律第二百六十 一

の政令で定める機関にあっては、その機関

ごとに政令で定める者をいう。以下同じ。）

に対し、当該行政機関の保有する行政文

書の開示を請求することができる。 

 

  

 （行政文書の開示義務） 

 

第五条 行政機関の長は、開示請求があ

ったときは、開示請求に係る行政文書に次

の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」と

いう。）のいずれかが記録されている場合

を除き、開示請求者に対し、当該行政文書

を開示しなければならない。 

 

 一 個人に関する情報（事業を営む個人

の当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日そ

の他の記述等により特定の個人を 識別す

ることができるもの（他の情報と照合するこ

とにより、特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。）又は特定の個人

を識別することはで きないが、公にするこ

とにより、なお個人の権利利益を害するお

それがあるもの。ただし、次に掲げる情報

を除く。 

 

  イ・ロ （略） 

 

  ハ 当該個人が公務員（国家公務員法

（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第

一項に規定する国家公務員及び地方公務

員法（昭和二十五年法律第二百六十 一

号）第二条に規定する地方公務員をいう。）

である場合において、当該情報がその職務



号）第二条に規定する地方公務員をいい、

特殊法人の職員を含む。）である場合にお

いて、当該情報がその職務の遂行に係る

情報であるときは、当該情報のう ち、当該

公務員の職及び氏名並びに当該職務遂行

の内容に係る部分 

 

 二 法人その他の団体（国及び地方公共

団体を除く。以下「法人等」という。）に関す

る情報又は事業を営む個人の当該事業に

関する情報であって、公にする ことによ

り、当該法人等又は当該個人の権利、競

争上の地位その他正当な利益を害するお

それがあるもの。ただし、人の生命、健康、

生活又は財産を保護するた め、公にする

ことが必要であると認められる情報を除く。

 

 

 

   

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 三 公にすることにより、国の安全が害さ

れるおそれ、他国若しくは国際機関との信

頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しく

は国際機関との交渉上不利益を被るおそ

れがある情報（当該情報に係る行政文書を

作成し、又は取得した日から起算して二十

の遂行に係る情報であるときは、当該情報

のうち、当該公務員の職及び 当該職務遂

行の内容に係る部分 

 

 

 二 法人その他の団体（国及び地方公共

団体を除く。以下「法人等」という。）に関す

る情報又は事業を営む個人の当該事業に

関する情報であって、次に掲げるもの。た

だし、人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、公にすることが必要であると

認められる情報を除く。 

 

 

 

  イ 公にすることにより、当該法人等又

は当該個人の権利、競争上の地位その他

正当な利益を害するおそれがあるもの 

 

  ロ 行政機関の要請を受けて、公にしな

いとの条件で任意に提供されたものであっ

て、法人等又は個人における通例として公

にしないこととされているものその他の当

該条件を付することが当該情報の性質、当

時の状況等に照らして合理的であると認め

られるもの 

 

 

 

 三 公にすることにより、国の安全が害さ

れるおそれ、他国若しくは国際機関との信

頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しく

は国際機関との交渉上不利益を被るおそ

れがあると行政機関の長が認めることにつ

き相当の理由がある情報 



年を経過しないものに限る。） 

 

 四 公にすることにより、犯罪の予防、鎮

圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及

ぼすおそれがある情報 

 

  

 五 国の機関、地方公共団体又は特殊法

人が行う事務又は事業に関する情報であ

って、公にすることにより、次に掲げるおそ

れその他当該事務又は事業の性質上、当

該事務又は事業の適正な遂行に支障を及

ぼすおそれがあるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ （略） 

 

  ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に

関し、国、地方公共団体又は特殊法人の

財産上の利益又は当事者としての地位を

不当に害するおそれ 

 

  ハ・ニ （略） 

 

  ホ 国、地方公共団体又は特殊法人が

経営する企業に係る事業に関し、その企業

経営上の正当な利益を害するおそれ 

 

 

  

 四 公にすることにより、犯罪の予防、鎮

圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及

ぼすおそれがあると行政機関の長が認め

ることにつき相当の理由がある情報 

 

 五 国の機関及び地方公共団体の内部

又は相互間における審議、検討又は協議

に関する情報であって、公にすることによ

り、率直な意見の交換若しくは意思決 定

の中立性が不当に損なわれるおそれ、不

当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又

は特定の者に不当に利益を与え若しくは不

利益を及ぼすおそれがあるもの 

 

 六 国の機関又は地方公共団体が行う事

務又は事業に関する情報であって、公にす

ることにより、次に掲げるおそれその他当

該事務又は事業の性質上、当該事務又は

事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるもの 

 

  イ （略） 

 

  ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に

関し、国又は地方公共団体の財産上の利

益又は当事者としての地位を不当に害する

おそれ 

 

  ハ・ニ （略） 

 

  ホ 国又は地方公共団体が経営する企

業に係る事業に関し、その企業経営上の



  

 （第三者に対する意見書提出の機会の付

与等） 

 

第十三条 開示請求に係る行政文書に

国、地方公共団体、特殊法人及び開示請

求者以外の者（以下この条、第十九条及び

第二十条において「第三者」という。） に関

する情報が記録されているときは、行政機

関の長は、開示決定等をするに当たって、

当該情報に係る第三者に対し、開示請求

に係る行政文書の表示その他政 令で定

める事項を通知して、意見書を提出する機

会を与えることができる。 

 

２・３ （略） 

 

 （手数料） 

 

第十六条 行政文書の開示を受ける者は、

政令で定めるところにより、実費の範囲内

において政令で定める額の開示の実施に

係る手数料を納めなければならない。 

 

  

２ 行政機関の長は、経済的困難その他特

別の理由があると認めるときは、政令で定

めるところにより、前項の手数料を減額し、

又は免除することができる。開示請求に公

益上の理由があると認めるときも、同様と

する。 

 

  

   第三章 不服申立て及び訴訟 

 

正当な利益を害するおそれ 

 

  

 （第三者に対する意見書提出の機会の付

与等） 

 

第十三条 開示請求に係る行政文書に

国、地方公共団体及び開示請求者以外の

者（以下この条、第十九条及び第二十条に

おいて「第三者」という。）に関する情 報が

記録されているときは、行政機関の長は、

開示決定等をするに当たって、当該情報に

係る第三者に対し、開示請求に係る行政文

書の表示その他政令で定める 事項を通知

して、意見書を提出する機会を与えること

ができる。 

 

２・３ （略） 

 

 （手数料） 

 

第十六条 開示請求をする者又は行政文

書の開示を受ける者は、政令で定めるとこ

ろにより、それぞれ、実費の範囲内におい

て政令で定める額の開示請求に係る手数

料又は開示の実施に係る手数料を納めな

ければならない。 

 

２ 行政機関の長は、経済的困難その他特

別の理由があると認めるときは、政令で定

めるところにより、前項の手数料を減額し、

又は免除することができる。 

 

  

 



    第四節 訴訟 

 

第三十六条 開示決定等（開示決定等に

係る不服申立てに対する決定又は裁決を

含む。）に係る行政事件訴訟法（昭和三十

七年法律第百三十九号）第三条第一項の

抗告訴訟は、これを提起しようとする者の

住所地の裁判所にも、提起することができ

る。 

 

  

  

 （行政文書の管理） 

 

第三十七条 （略） 

 

２ 行政機関の長は、別に法律で定めると

ころにより行政文書の管理に関する定めを

設けるとともに、これを一般の閲覧に供しな

ければならない。 

 

３ 前項の法律においては、行政文書の分

類、作成、保存及び廃棄に関する基準その

他の行政文書の管理に関する必要な事項

について定めるものとする。 

 

第三十八条～第四十一条 （略） 

 

 

 

  

   附 則 

 

 （施行期日） 

 

  

   第三章 不服申立て 

 

 （行政文書の管理） 

 

第三十六条 （略） 

 

２ 行政機関の長は、政令で定めるところ

により行政文書の管理に関する定めを設

けるとともに、これを一般の閲覧に供しなけ

ればならない。 

 

３ 前項の政令においては、行政文書の分

類、作成、保存及び廃棄に関する基準その

他の行政文書の管理に関する必要な事項

について定めるものとする。 

 

第三十七条 第四十条 （略） 

 

 （特殊法人の情報公開） 

 

第四十一条 政府は、法律により直接に設

立された法人又は特別の法律により特別

の設立行為をもって設立された法人（総務

庁設置法（昭和五十八年法律第七十 九

号）第四条第十一号の規定の適用を受け

ない法人を除く。以下この条において「特殊

法人」という。）について、その性格及び業

務内容に応じ、特殊法人の保 有する情報

の開示及び提供が推進されるよう、情報の

公開に関する法制上の措置その他の必要

な措置を講ずるものとする。 

 

  

 



１ この法律は、公布の日から起算して二

年を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、第二十三条第

一項中両議院の同意を得ることに関する部

分並びに第四十条及び第四十一条の規定

は、公布の日から施行する。 

 

 （検討） 

 

２ 行政機関の保有する情報の公開に関

する制度については、この法律の施行後三

年を目途として、この法律の規定の施行の

状況等を勘案し、行政運営の一層の公開

性の向上を図る観点から検討が加えられ、

その結果に基づいて所要の措置が講ぜら

れるべきものとする。 

   附 則 

 

  

 

 この法律は、公布の日から起算して二年

を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、第二十三条第一

項中両議院の同意を得ることに関する部分

及び第三十九条から第四十一条までの規

定は、公布の日から施行する。 

 

 


